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そ

、H22：環境アセス

の

30％、H23：図書

他

提出10％
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0
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①：予定どおり

】

推進委員会を7回開催

【

し、土地利用計画（市

協

素案のたたき台）を作

働

成した。また、第6回

：

線引き見直しで特定保

】

留区域の設定をめ
ざし

目

、県など関係機関と協

的

議を行った。さらに、

・

県環境アセスメント条

目

例手続きとして、実施

標

計画書を同審査会に諮

事

問し、現地
環境調査に

業

着手した。

Ａ：成果が

の

あがった

概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

ツインシティ整備推進

類

事業

まちづくり事業部

ハ

　まちづくり事業課

0 ー1－080401－1 ド70000 ● ○

03 基

ソ

本目標３　　人と自然

フ

が調和した、やすらぎ

ト

のあるまち
総合計画の

根

02 ②〈住みごこち〉

拠

　人にやさしい居住空

法

間をつくる
位置付け

0

令

3 3 環境に配慮した

等

都市基盤整備を進める

対 地区住民、市民

□ □ □

象

□ 地区住民

本市の新た

・

な北部の拠点として、

受

また交通の玄関口とし

益

ての役 環境と共生する

者

まちづくりとしてツイ

事

ンシティ整備事業の具

業

現
割を担う、環境と共

期

生するまちづくりの具

間

現化が図られていま 化

委

を図るため、地区住民

託

と検討を行うとともに

、

各種調査を進め
す。 ま

協

す。また、交通計画の

働

検討及び交通網の整備

【

を県に要請しま
す。

ツ

委

インシティ（大神地区

託

）推進委員会の開催回

：

数 回

地元意向の把握及

3

び情報の提供並びに事

セ

業及び土地利用等研究

ク

、検討

4 5 5

7

都市計

・

画事前協議申請進捗率

財

％

平成23年度を10

団

0％とした都市計画事

企

前協議申請提出進捗率

業

。H19：土地利用計

Ｎ

画20％、H20：環

Ｐ

境アセ
ス20％、H2

Ｏ

1：環境アセス20％



2 頁

位

10 0.00 0.00

施

0 0 12,930 15

策

,447 15,447

へ

0 0

0 0 93,571

の

96,247 82,4

貢

07 0 0

● ○ ○ ○ ○ ○

献

○

平成23年度目標の

高

市街化区域編入・事業

市

認可するため、事業計

民

画調査や環境特性調査

満

を実施していく。

より

足

効率的かつ地域特性を

度

ふまえた調査を行って

を

いく。

神奈川県土の南

高

のゲートとして計画さ

め

れているツインシ
ティ

る

を本市の北の核と位置

方

づけ、交通の利便性、

策

機能性
を活かし、環境

業

と共生するまちづくり

有

のモデル地区とし
てツ

効

インシティ面整備事業

性

の具現化を図る必要が

継

あると
認識している。

続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

■ 地元、県、期成同盟

出

会の期待から事業の必

総

要性は高い。
●■

■ ○

合

□
■ 本市だけでなく、

評

県央湘南都市圏全体の

価

発展をめざす事
●■ 業

市

のため有効性は高い。

民

■ ○
□
■ 地元、県、市

ニ

のそれぞれの役割分担

ー

を定めていくため事
●

ズ

■ 業の妥当性は高い。

高

○
□

○
□
■ 事業手法や

事

事業手法をからめた効

業

率性の確保を図るため

目

●
■ 高い。

○
■

○
□

地

的

元、県、市などとの役

の

割分担を検討していき

達

、事業手法、事業主体

成

を決定していくことが

状

課題である。

土地利用

況

計画の作環境アセス調

必

査 環境アセス調査

成

0

要

0 26,400 14,

性

000 21,920 0

市

0

0 0 26,400 3

の

2,000 21,92

関

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

与

0 0 0 0 0 0 0

0 0 2

の

7,841 34,80

必

0 23,120 0 0

0

要

0 80,641 80,

性

800 66,960 0

低

0

0.00 0.00 9

事

9.95

0.00 0.

そ

00 1.50 1.80

の

1.80 0.00 0.

他

00

0.00 0.00

上

0.10 0.10 0.




